
 

 

  

大槌町国土強靭化地域計画 概要版 

 

 大規模自然災害等に備えるため、「事前防災・減災」と「迅速な復旧・復興」に資する施策を、まちづくり政策

や産業政策も含めた総合的な取り組みとして計画的に実施し、強靱な国づくり・地域づくりを推進するものです。 

１ 国土強靭化とは 

 

いかなる災害等が発生しようとも、 

 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興 

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向けた「国

土強靱化」（ナショナル・レジリエンス）を推進します。 

２ 国の基本目標 

 

 

① 被害の縮小 
・大規模自然災害等が起こっても、被害の大きさそれ自体を、小さくできます。 

② 施策（事業）のスムーズな進捗 
・国土強靱化に係る新規・既存の各種の施策（事業）が、より効果的かつスムーズに進捗することが期待できま

す。 

・地域計画に基づく取組等に対して関係府省庁所管の交付金・補助金による支援が行われています。 

③ 地域の持続的な成長 
・強靱化の推進によって地域の防災力と災害対応力が高まることが、住民や民間事業者の地域に対する安心・安全

感を高まり、地域の成長が期待できます。 

３ 国土強靭化を推進するメリット 
※「内閣官房国土強靱化推進室『国土強靱化地域計画策定ガイドライン（第７版）基本編』令和 2年 6 月」より抜粋 

 

国・県の策定状況 

◇国は、平成 26年６月に「国土強靱化基本計画」を策定。令和２年６月に改訂。 

◇県では、平成 28年２月「岩手県国土強靭化地域計画」を策定。令和２年 12月に改訂。 

 
 
 

近年の自然災害の状況 

◇東日本大震災津波や平成 30年度台風 19号による甚大な被害の発生等、近年、大規模自然災害が頻発しているこ

とから、災害に強いまちづくりを推進する必要がある。 

◇大規模自然災害が発生しても、致命的な被害を負わず、かつ速やかに回復する「強さ」と「しなやかさ」を備え

た安全・安心な地域社会の構築を目指し、国や県、住民との連携・調和を図りながら、本町の強靭化に資する施

策を推進する必要がある。 

 

 

◇東日本大震災津波復興計画の後継計画となる「第９次大槌町総合計画 前期計画」と整合・調和を図りながら、

「大槌町国土強靭化地域計画」を策定（計画期間：令和３年度から令和５年度までの３年間） 

◇令和６年からは、「第９次大槌町総合計画 後期計画」と一体的に策定。 

４ 大槌町国土強靭化地域計画の背景（本編 P.2） 

 

◇基本目標 

いかなる自然災害が発生しようとも 

 

 

 

 

 

 

◇基本目標を達成するため、事前に備えるべき８つの個別目標を掲げる 

目標１ 人命の保護を最大限図る 目標６ 必要最低限のライフライン等を確保すると

ともに、早期復旧を図る 目標２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

目標３ 必要不可欠な行政機能を確保する 目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 

目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で

復興できる条件を整備する 目標５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

 

６ 大槌町国土強靭化地域計画の目標（本編 P.3） 

１町民、地域、行政の 

連携により、人命の保 

護が最大限図られる 

２行政、地域社会の重要

な機能が致命的な障害

を受けず維持される 

３町民の財産及び公共施

設の被害の最小化が図

られる 

４迅速な復旧・復興を可

能にする 

※1「国土強靭化地域計画策定ガイドライン（第 7 版）基本編」から抜粋    ※2 具体の事業内容は実施計画に記載 

総合計画（実施計画） 
総合計画（実施計画） 

５ 大槌町国土強靭化地域計画の位置付け（本編 P.2） 

〇計画期間：令和３年度～令和５年度 〇計画期間：令和６年度～令和 10年度 

 

◇大槌町の地形や災害史等から、発生し得る自然災害を想定 

７ 想定される自然災害（本編 P.6～P.7） 

地震 津波 
風水害 

土砂災害 
雪害 林野火災 

 

◇「６ 大槌町国土強靭化地域計画の目標」と「７ 想定される自

然災害」を踏まえ、８つの個別目標の達成を阻害するシナリオと

して「27の起きてはならない最悪の事態」を設定。 

８ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定 

（本編 P.8～P.9） 

 

◇第９次大槌町総合計画の現行施策

の災害への対応力を、「８ 起き

てはならない最悪の事態（リスク

シナリオ）」の観点から評価（脆

弱性評価）。 

 

◇脆弱性評価の結果を参考に、災害

への対応力を向上させる事業を計

画。 

 

平成 25年 12月「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災等に資する国土強靱化基本法」を公布・施行 

◇ 71応策 

◇ 46の目標指標（KPI） 

※１ ※１ 

※2 
※2 

総合計画（前期） 
総合計画 

（後期） 



 

 

 

 
リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」 

目

標

１ 

1-1 地震等による建築物の大規模倒壊や火災による死傷者の発

生（二次災害を含む） 

1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数

の死傷者の発生 

1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生 

1-5 暴風雪や豪雪等に伴う死傷者の発生（二次災害を含む） 

目

標

２ 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・

エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 自衛隊、警察、消防等の被災・エネルギー途絶等による救

助・救急活動の絶対的不足 

2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途

絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、被災地に

おける疫病・感染症等の大規模発生、並びに被災者の健康

状態の悪化・死者の発生 

目

標

３ 

3-1 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低

下及び治安の悪化 

目

標

４ 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

目

標

５ 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

5-2 食糧等の安定供給の停滞 

目

標

６ 

6-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の長期停止 

6-2 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 基幹的交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

目

標

７ 

7-1 防災対策施設の損壊・機能不全 

7-2 有害物質の拡散・流出による国土の荒廃 

7-3 農地・森林・河川等の被害による国土の荒廃 

目

標

８ 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅

に遅れる事態 

8-2 復興を担う人材等の不足や、より良い復興に向けたビジョン

の欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 地盤沈下等が広域・長期にわたり、復興が大幅に遅れる事

態 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊

等による有形・無形の文化の衰退・損失 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が

進まず復興が大幅に遅れる事態 

地震 

津波 

風水害 

土砂災害 

林野火災 

雪害 

８ 大槌町国土強靭化地域計画の策定の流れ及び概要 
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現
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施
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実
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計
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て
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リ
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ク
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応
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１ 

町
民
、
地
域
、
行
政
の
連
携

に
よ
り
、
人
命
の
保
護
が
最

大
限
図
ら
れ
る 

２ 

行
政
、
地
域
社
会
の
重
要
な

機
能
が
致
命
的
な
障
害
を
受

け
ず
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さ
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３ 

町
民
の
財
産
及
び
公
共
施
設

の
被
害
の
最
小
化
が
図
ら
れ

る 

４ 

迅
速
な
復
旧
・
復
興
を
可
能

に
す
る 

いかなる自然災害が 

発生しようとも 

目標 1 

人命の保護を

最大限図る 

目標２ 

救助・救急、医

療活動が迅速

に行われる 

目標３ 

必要不可欠な

行政機能を確

保する 

目標４ 

必要不可欠な

情報通信機能・

情報サービス

を確保する 

目標５ 

経済活動を機

能不全に陥ら

せない 

目標６ 

必要最低限の

ライフライン

等を確保する

とともに、早期

復旧を図る 

目標７ 

制御不能な二

次災害を発生

させない 

目標８ 

社会・経済が迅

速かつ従前よ

り強靭な姿で

復興できる条

件を整備する 

基本目標 個別目標 
・一斉防災訓練参加人数 

令和元年 597人⇒令和５年 750人 

・食料等備蓄数 

令和元年 3500 食⇒令和５年 4000 食 

・改良対象河川数 

令和元年 ２河川⇒令和５年 ２河川 等 

・改修対象橋梁数 

令和元年 ３橋⇒令和５年 １橋 

・消防屯所整備数 

令和元年 0棟⇒令和５年 ２棟   等 

・携帯電話等エリア外の世帯数 

令和元年 69世帯⇒令和５年 28世帯 

                  等 

・新規実証種目数 

令和元年 ３種⇒令和５年 ４種   等 

・食料等備蓄数 

令和元年 3500 食⇒令和５年 4000 食 

                  等 

・新規防災士取得人数 

令和元年 ５人⇒令和５年 ５人 

                  等 

７１対応策 ４６の目標指標（KPI） 

・防災・減災対策（ソフト） 

・水道施設耐震化            等 

 

・自主防災組織の活性化による地域防災力向上 

・防災訓練実施 

・防災・減災対策（ハード） 

・防災・減災対策（ソフト） 

・河川維持管理             等 

 

・社会資本整備 

・道路メンテナンス 

・消防団拠点施設整備          等 

・携帯電話等エリア整備 

・地域情報通信基盤施設整備       等 

 
・大槌町地域産業イノベーション     等 

 
・森林経営 

・最終処分場維持管理 

・河川維持管理             等 

・ふるさとづくり協働推進 

・自主防災組織の活性化による地域防災力事業 

                    等 

・水道施設耐震化 

・公共下水道              等 

・耐震管更新延長 

令和元年 0.4ｋｍ⇒令和５年 1.0ｋｍ 

                  等 

・造林等森林施業面積 

令和元年 3.1％⇒令和５年 5％ 

                  等 

目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿

で復興できる条件を整備する 

目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 

目標６ 必要最低限のライフライン等を確保する

とともに、早期復旧を図る 

目標５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービ

スを確保する 

目標３ 必要不可欠な行政機能を確保する 

目標２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

目標１ 人命の保護を最大限図る 

ＰＤＣＡサイクル（ＰＬＡＮ（計画策定）・ＤＯ（実行）・ＣＨＥＣＫ（点検・評価）・ 

ＡＣＴＩＯＮ（処置・改善））による進捗管理 


